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但銀リース株式会社 

                           取締役社長 淀 徳久 

 

第２３期（令和６年３月３１日現在）貸借対照表 

 

（単位：円） 

科     目 金   額 科     目 金   額 

（ 資 産 の 部 ）  （ 負 債 の 部 ）  

流 動 資 産 9,211,757,766 流 動 負 債 2,878,884,315 

現 金 及 び 預 金  280,604,582 買 掛 金 321,588,263 

割 賦 債 権 1,081,535,022 1年内返済長期借入金  2,450,786,415 

未 収 リ ー ス 料  2,979,930 リ ー ス 債 務  36,477,500 

リ ー ス 債 権  402,533,863 未 払 費 用 24,555,609 

リ ー ス 投 資 資 産  7,321,043,717 未 払 法 人 税 等  15,643,300 

前 払 費 用 78,292,286 前 受 リ ー ス 料 5,147,558 

未 収 収 益 5,358,030 前 受 収 益 20,928,411 

未 収 還 付 消 費 税 42,810,834 そ の 他 流 動 負 債 3,757,259 

そ の 他 流 動 資 産 25,097,158   

貸 倒 引 当 金 △28,497,656   

    

    

固 定 資 産  29,041,952 固 定 負 債  5,538,881,711 

有 形 固 定 資 産 5,947,183 長 期 借 入 金  5,518,463,701 

賃 貸 資 産 2,123,129 預 り 保 証 金  17,396,010 

社 用 資 産 3,824,054 退 職 給 付 引 当 金  3,022,000 

    

    

無 形 固 定 資 産 12,251,787 負 債 の 部 合 計  8,417,766,026 

その他の無形固定資産 12,251,787 （ 純 資 産 の 部 ）  

投 資 そ の 他 の 資 産 10,842,982 株 主 資 本  823,033,692 

出 資 金 7,701 資   本   金 50,000,000 

差 入 保 証 金  2,063,600 利  益  剰  余  金 773,033,692 

固 定 化 営 業 債 権  11,397,966 利 益 準 備 金 4,250,000 

繰 延 税 金 資 産 8,771,681    そ の 他 利 益 剰 余 金 768,783,692 

貸 倒 引 当 金 △11,397,966      繰 越 利 益 剰 余 金 768,783,692 

    

  純 資 産 の 部 合 計 823,033,692 

資 産 の 部 合 計 9,240,799,718 負債及び純資産の部合計 9,240,799,718 
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個 別 注 記 表 

 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（１）固定資産の減価償却の方法 

ア．賃貸資産 

    リース期間を償却年数とし、リース満了時の処分見積価額を残存価額とする定額法

によっております。 

  イ．社用資産 

    リース賃借資産は、リース期間を償却年数とし、残存価額を零とする定額法によっ

ております。建物、建物附属設備および構築物は定額法、また、それ以外は定率法に

よっております。 

  ウ．その他の無形固定資産 

    定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、利用可能

期間（５年）に基づいて償却しております。 

 

（２）引当金の計上基準 

  ア．貸倒引当金 

    債権の貸倒れによる損失に備えるため、資産の自己査定基準に基づき債権分類を行

い、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定債権については個別

に回収可能性を検討して回収不能見込額を計上しております。 

  イ．退職給付引当金 

    従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の見込額を計上して

おります。 

 

（３）収益及び費用の計上基準 

  ア．ファイナンス・リース取引に係る売上高および売上原価の計上基準 

    リース料を収受すべき時に売上高と売上原価を計上する方法によっております。 

イ．オペレーティング・リース取引の収益の計上基準 

    リース契約期間に基づくリース契約上の収受すべき月当たりのリース料を基準と

して、その経過期間に対応するリース料を計上しております。 

  ウ．割賦販売取引に係る売上高および売上原価の計上基準 

    利息相当額を売上高として各期に配分する方法によっております。 

  エ．金融費用の計上基準 

    金融費用は、売上高に対応する金融費用とその他の金融費用を区分することとして

おります。その区分の方法は、総資産を営業取引に基づく資産とその他資産に区分し、

その資産残高を基準として営業資産に対応する金融費用は資金原価として売上原価

に、その他の資産に対応する金融費用は営業外費用に計上しております。 

 

２．当期純利益金額 

    30,144,923円 


